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Ⅲ 一般事務事業の評価結果 

第１章 評価の概要 

１ 一般事務事業の区民評価 

 足立区では、約 650 の全事業（重点プロジェクト事業を含む全ての事業。以下

「一般事務事業」という。）について、毎年各部による内部評価を実施している。 

さらに、全ての事業を 3年ごとに庁内評価の対象とするため、1年あたり約 200

事業（全事業の 3 分の 1 程度）を庁内評価の対象事業に設定し、そのうちの 15

事業程度を庁内評価ヒアリングの実施事業に選定している。 

庁内評価ヒアリングの実施事業は、予算に対する低執行率をはじめ、事業の手

法や有効性などに何らかの課題があるものを選定し、かつ特定の施策分野に集中

しないよう広範囲の施策分野から選定している。また、可能な限り、重点プロ

ジェクト事業の対象事業となっていない事務事業を選定するようにしている。 

区民評価は、令和 6 年度から、対象事業の選定に区民評価委員（以下、「委員」

という。）の意見を反映させるため、委員間の合議により 1 事業選定することと

しており、令和 7年度は「中小企業融資事業」を評価対象とした。 

また、同じく令和 6 年度から、委員の事業理解を深めるため、委員が選定した

1 事業について視察を実施している。令和 7 年度は、「パラスポーツ推進事業」

を対象とし、令和 7年 7 月 15 日に区のパラスポーツ推進の拠点である足立区総

合スポーツセンターを訪問した。視察では、スポーツを通じた共生社会の実現に

向けた取り組み事例に関する質疑やスペシャルクライフコート（※）を見学した。

加えて、健常者へのパラスポーツの普及を通じた障がい者への理解促進の観点か

ら、競技用車いすの乗車体験やボッチャ等のパラスポーツ体験を実施した。 

 

 

 

【令和 7 年度 区民評価対象事業】 

番号 事務事業名 部 課 

1 区有財産取得・活用事務 資産活用部 資産管理課 

2 パラスポーツ推進事業 地域のちから推進部 スポーツ振興課 

3 中小企業融資事業 産業経済部 企業経営支援課 

4 在宅医療・介護連携推進事業 福祉部 医療介護連携課 

5 感染症予防・患者医療費公費負担事業 衛生部 感染症対策課 

6 住宅施策推進事務 都市建設部 住宅課 

7 区立小・中学校の改築事業 学校運営部 学校施設管理課 

※ オランダの元サッカー選手ヨハン・クライフ氏が設立した「ヨハン・クライフ財団」が世界

各国に設置しているスポーツ施設の一つで、障がいのある方もスポーツを楽しめるよう設計さ

れたバリアフリー対応の多目的スポーツ施設。東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技

大会のレガシーとして、令和 2年 11 月にアジア圏では初めて設置された。 
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２ 評価に用いた資料等 

評価対象の全事業について、行政評価の事務事業評価調書（令和 6年度事業実

施分）、令和 7 年度の予算内示書、令和 5 年度・6 年度の歳出予算執行状況表を

評価の基本資料とした。 

その他、対象事業ごとに、必要と判断された参考資料の提出を求め、基本資料

と合わせて参考とした。 

 

３ 評価の項目及び基準 

事業ごとに、①事業の必要性、②事業手法の妥当性、③受益者負担の適切度、 

④事業の周知度、⑤補助金等の有効性、⑥予算計上の妥当性の各項目について、 

「Ａ･Ｂ+・Ｂ･Ｂ-・Ｃ」の 5段階評価を行った。 

重点プロジェクト事業が「前年度評価・提言に対する反映度」「目標・成果の

達成状況」等を評価するのに対し、一般事務事業は毎年評価対象事業が変わるた

め、経年での評価や成果の達成状況等の把握が困難であるところが異なる。 

また、上記点検項目のうち⑤、⑥は、重点プロジェクト事業の評価では用いら

れない一般事務事業独自の評価基準である。例えば、「予算計上に無駄がないか」

「効率的な手法が採られているか」、補助金支出事業であれば、「補助金の有効性

は高いか」等を、前述の資料をもとに評価している。 

評価基準の詳細は次頁のとおりである。 

 

４ 評価結果の集約 

はじめに、各委員の個々の評価を事業別に集約した。 

評価が分かれた場合にも、分科会において委員が相互に意見を述べて調整し、

分科会の総意としての評価をまとめた。 

その他、各事業について、委員が述べた自由意見をまとめた上で、評価全体を

通した総括意見を付した。 

なお、前述したとおり、一般事務事業は重点プロジェクト事業とは異なる視点

で評価を実施していることから、報告書の形式や記載する内容が重点プロジェク

トと異なっている。 
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視点別事業点検表のランク基準 №1

点検
項目

ランク

A

B+

B

B-

C

A

B+

B

B-

C

A

B+

B

B-

C

―

受
益
者
負
担
の
適
切
度

【受益者負担は十分適切である】
・　社会情勢や他自治体の状況等を踏まえつつ、十分適切な受益者負担（利用料徴収等）を導入している。

【受益者負担は適切である】
・　受益者負担を導入しており、一定の妥当性が認められる。

【受益者負担は概ね適切である】
・　金額や対象等を再検討する余地はあるが、現在の受益者負担は概ね適切である。

【受益者負担の見直しを検討する必要がある】
・　公平性等の観点から、受益者負担の金額や対象等を再検討し、必要に応じて相当程度見直す必要があ
　る。

【受益者負担を見直すべきである】
・　受益者負担を求めるべき事業であるにもかかわらず、現状は求めていない。
・　公平性等の観点から、受益者負担の金額や対象等を見直すべきである。

・　受益者が特定できないため、受益者負担を求めることはできない。
・　公費により全額区が負担すべき事業であり、受益者負担を求めることは適切ではない。

事
業
手
法
の
妥
当
性

【事業手法は十分妥当である】
・　サービス水準や事業の効率性を高めるための工夫が適切にされており、事業手法は十分妥当である。
・　区民等との協働や外部委託等を適切に行っており、協働の形態や委託範囲等は十分妥当である。

【事業手法は妥当である】
・　サービス水準や事業の効率性を高めるための工夫がされており、事業手法は妥当である。
・　区民等との協働や外部委託等を行っており、協働の形態や委託範囲等は妥当である。

【事業手法は概ね妥当である】
・　更なる工夫によりサービス水準や事業の効率性を高められる余地はあるが、現在の事業手法は概ね妥当
　である。
・　区民等との協働や外部委託等を行う余地はあるが、現在の事業の実施方法は概ね妥当である。

【事業手法を見直す必要がある】
・　更なる工夫によりサービス水準や事業の効率性を高められる余地があり、事業手法の見直しを検討する必
　要がある。
・　区民等との協働や外部委託等を行う余地があり、事業の実施方法を再検討する必要がある。

【事業手法を見直すべきである】
・　更なる工夫によりサービス水準や事業の効率性を高められる可能性が高く、事業手法を見直すべきである。
・　区民等との協働や外部委託等を行う余地が十分あるため、事業の実施方法を見直すべきである。

基　　　　準

事
業
の
必
要
性

【必要不可欠である】
・　法令で実施が義務づけられている事業である。
・　法令による義務づけは無いが、区民の生命や安全等の維持に不可欠な事業である。
・　法令による義務づけは無いが、豊かな区民生活のために不可欠な事業である。

【必要性が高い】
・　「Ａ」までの必要性は無いが、豊かな区民生活に寄与するもので、必要性が高い。

【一定の必要性が認められる】
・　豊かな区民生活に寄与するもので、一定の必要性は認められる。

【必要性があまり認められない】
・　区民生活向上への寄与度が高いとはいえず、事業実施の必要性があまり認められない。

【必要性がかなり低い、薄れている】
・　民間や国、都でも同様の事業やサービス等を行っており、区で実施する必要性が低い。
・　社会・地域情勢の変化や、区民ニーズの減少により、実施の必要性が薄れている。
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視点別事業点検表のランク基準 №2

点検
項目

ランク

A

B+

B

B-

C

A

B+

B

B-

C

―

A

B+

B

B-

C

予
算
計
上
の
妥
当
性

【予算は十分妥当である】
・　事業の規模や内容等について、区民ニーズ、地域・社会情勢、過去の決算状況、行政評価結果等を踏まえ
　つつ、的確な予算計上がされており、予算以上に効果が出ている。

【予算は妥当である】
・　事業の規模や内容等について、区民ニーズ、地域・社会情勢、過去の決算状況、行政評価結果等を踏ま
　えつつ、妥当性をもった予算計上を行っている。

【予算は概ね妥当である】
・　区民ニーズ、地域・社会情勢、過去の決算状況、行政評価結果等を踏まえると、検討する余地があるが、
　概ね妥当性をもった予算計上を行っている。

【予算を見直す必要がある】
・　区民ニーズ、地域・社会情勢、過去の決算状況、行政評価結果等を踏まえた事業の組み立てが行われて
　いるとは言えず、予算計上についてより一層の工夫を行う必要がある。

【予算を見直すべきである】
・　社会情勢や区民ニーズ等の変化を踏まえておらず、抜本的な事業の見直しを行うべきである。
・　財源や人材の効率的な配分等が行われておらず、予算計上も妥当とはいえない。

基　　　　準

補
助
金
等
の
有
効
性

【有効性がかなり高い】
・　補助要件や対象者、助成結果等が十分適正であり、補助金の有効性はかなり高い。

【有効性が高い】
・　補助金の必要性や事業目的達成等の観点から有効性はあり、適正であるかどうか定期的な判断をするに
　足りる。

【一定の有効性は認められる】
・　社会情勢や他自治体の状況等を踏まえ、補助要件や対象等を再検討する余地があるが、補助金の必要性
　や事業目的達成等の観点から一定の有効性はある。

【補助金等を見直す必要がある】
・　補助金の必要性や事業目的達成等の観点から一定の有効性が判断できず、補助要件や対象等を再検討
　する必要がある。

【補助金等を見直すべきである】
・　補助に見合う成果が出ていないため、補助要件や対象等の見直しや補助金の廃止を検討すべきである。

・　補助金等を支給する事業ではない。

事
業
の
周
知
度

【周知度はかなり高い】
・　区の広報ツール（あだち広報・ホームページ・SNS等）の活用に十分な工夫が見られ、独自のパンフレット・
　ポスター等を作成するなど、積極的かつ効果的な広報活動を行っている。
・　事業の目的、効果、課題等を的確に捉えつつ、効果的な広報活動を展開している。

【周知度は高い】
・　区の広報ツールの活用に工夫が見られ、独自のパンフレット・ポスター等を作成するなど、周知度を高める
　ための広報活動を行っている。
・　事業の目的、効果、課題等を踏まえた広報活動を行っている。

【一定の周知度は認められる】
・　一層の工夫により効果が高められる可能性があるが、区の広報ツールの活用やパンフレット・ポスター等
　による広報活動を行っている。
・　広報活動の方法や内容を検討する余地があるが、一定程度妥当性のある広報活動を行っている。

【周知度を高める必要がある】
・　区民や対象者等へ十分な周知がされていない。
・　定例的な広報活動のみの実施であり、広報活動に創意工夫が必要である。

【周知度は不十分である】
・　事業そのものの存在が知られていない。
・　一層広報活動に力を入れるべきである。
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第２章 分科会の評価結果 

１ 総括意見 

評価にあたって、多くの事務事業で共通して指摘されたこととして、①事務事業

の活動量・活動成果を測る指標の妥当性、②受益者負担の水準に関する自己評価の

基準が統一されていないこと、③区民評価の基準に沿った説明が不足していること

が挙げられる。 

①に関して、『足立区基本計画（2025－2032）』でも、「財源や人的資源が限られる

中で、より効率的で効果的な政策を推進していくためには、エビデンスに基づく政

策立案や意思決定が不可欠」（p.69）と明記されているものの、「何をやったか」と

いうアウトプット（結果）にとどまる指標が多いのが現状である。そのため、「どの

ような効果をもたらしたのか」というアウトカム（成果）が十分に把握できず、事

業手法および予算計上の妥当性や、補助金等の有効性を評価することが難しいケー

スがあった。実際、これらの評価項目は相対的に低く評価されているが、その背景

には、アウトカムを示す指標が不足していたことが大きいと考えられる。 

事務事業評価の制度上、指標の設定にはやむを得ない事情もあると考えられるが、

国の統計などを活用して、可能な限りアウトカムに近い指標を採用することが望ま

しい。もしそれが難しい場合でも、アウトカムとの関連性が強いアウトプット指標

を設定すべきである。「エビデンスに基づく政策立案や意思決定」を実効的なものと

するためにも、活動量・活動成果を測る指標の見直しを部局に求めたい。 

②に関して、事務事業評価調書の作成時に、各部局は「受益者負担の水準は妥当

だと考えられるか？」という問いに対し、「妥当である」、「検討を要する」、「負担導

入は困難」、「該当しない」のいずれかを選択する。たとえば中小企業融資事業では、

制度融資に関する信用保証料や利子について「事業者に一定の自己負担があること

から受益者負担の水準は妥当」と整理している。しかし、事業者は行政に対して対

価を支払っているわけではない。これは、「受益者が行政サービスの対価として、受

益の範囲内で費用の一部または全部を負担する」という受益者負担の考え方とは異

なる。したがって、本来は「該当しない」を選択するのが妥当であるように思われ

る。また、パラスポーツ推進事業でも「受益者負担を徴収していないことが妥当で

ある」と整理されているが、これも同様に「該当しない」を選択するのが適切だと

思われる。今後は、受益者負担の考え方について、区全体で共通の評価基準を整理

し、事業評価の前提条件として明確化する必要がある。 

③に関して、区民評価委員は、「事業の必要性」、「事業手法の妥当性」、「受益者負

担の適切度」、「事業の周知度」、「補助金等の有効性」、「予算計上の妥当性」という

軸で評価を行っている。ヒアリング等を通じて事業の目的や事業内容は理解できた

が、ヒアリング時間の制約もあり、特に「事業手法の妥当性」や「予算計上の妥当

性」に関して十分な判断材料が提供されたとは言い難い。今後は、これらの評価軸

を踏まえたプレゼンを期待したい。 

 

２ 事業別評価結果 

本分科会が評価した事務事業の評価結果は以下のとおりである。 
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番号 事務事業名 
事業の 

必要性 

事業手法

の妥当性

受益者負担

の適切度

事業の 

周知度 

補助金等

の有効性

予算計上

の妥当性

1 区有財産取得・活用事務  B+ B ＊  B- - B 

2 パラスポーツ推進事業  B+  B+ - B B  B+ 

3 中小企業融資事業 A B -  B+ B  B- 

4 在宅医療・介護連携推進事業  B+ B -  B- - B 

5 感染症予防・患者医療費公費負担事業 A  B+ - B  B+  B+ 

6 住宅施策推進事務 A  B+ - B -  B+ 

7 区立小・中学校の改築事業 A B - B -  B+ 

＊ 区有地を貸し付ける代わりに地代を徴収していることから、一種の受益者負担とみなせるが、その水準の妥当性を判断する

資料は提出資料に含まれないため、評価困難である。 

 

（１）区有財産取得・活用事務 

区が保有する低・未利用地の適切な活用は、財政への貢献や住民の利便性向上

の観点から重要な取り組みであるといえる。しかし、一定の規模に満たない低・未

利用地は、駐車場などの暫定的な賃貸利用にとどまる例が多い。今後は、単なる賃

貸活用だけでなく、財政面への直接的な寄与を高めるため売却も検討すべきであ

る。法定外公共物については、より積極的に情報提供すること、また、利用者間の

負担の公平性の観点から利用者に適切な使用料を求めることが望ましい。 

 

（２）パラスポーツ推進事業 

パラスポーツの推進は、障がいの有無にかかわらず誰もがスポーツの楽しさに

触れられる社会の実現につながる意義深い取り組みである。足立区が進める運動

教室や指導員養成、助成制度は評価されるべきであり、障がい者のスポーツ環境

整備や機会創出に一定の成果を上げている。一方で、事業の運営が行政や健常者

から障がい者への一方向的な提供にとどまる傾向があり、障がい者自身が何を求

め、どのような形で参画したいかという声を十分に反映する仕組みは整っていな

い。また、健常者の参画率を向上させ、地域全体での共生の機運を高める視点も

不足している。今後は、障がい者と健常者双方の意見交換などを通じた双方向的

な事業運営が求められる。 

 

（３）中小企業融資事業 

中小企業融資における区による信用保証料補助や利子補給は、地域経済を支え

る重要な施策であり、資金繰りの安定化や設備投資促進に大きな意義がある。特

に設備投資への支援は、企業の成長基盤の強化や地域経済への波及効果が期待で

きる点で有効である。しかし、現下の物価高騰や景気の不透明感を背景に、企業

が積極的な投資判断を下しにくい状況も見受けられる。また、単なる信用保証料
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補助や利子補給制度の提供にとどまっていることも課題である。そのため、融資

後の企業の経営状況を把握するほか、必要な経営改善や成長戦略の策定を支援す

るフォローアップの仕組みを強化し、事業の実効性を高めることが求められる。 

 

（４）在宅医療・介護連携推進事業 

高齢化が進む中、在宅療養を希望する住民のニーズは増加しており、医療と介

護の連携体制を整備する本事業の意義は大きい。地域の医療機関や介護事業者、

行政が協力し、在宅医療を支えるネットワークを構築することは、住民の安心と

生活の質の向上につながる。しかし、現状では研修の実施回数や連携会議の開催

といった量的側面が重視される一方で、その内容が現場の実情に即しているか、

実際の連携の質が向上しているかについての検証は十分でない。今後は、在宅診

療数や再入院率の低下など成果を測る指標を導入し、事業の効果を可視化する必

要がある。 

 

（５）感染症予防・患者医療費公費負担事業 

感染症対策は、区民の健康を守るための基盤的な事業である。特に足立区では、

高齢者や外国人といった感染リスクの高い住民が相対的に多いことから、彼らへ

の支援体制の整備が急務である。そのため、外国人に対する健康診断（結核検査）

の実施状況の把握、性感染症に対する若年層への啓発、WEB 予約や非対面検査の

導入などの受診機会の拡大が必要である。また、感染管理認定看護師等（ICN）の

確保のために定着支援補助などを行っているが、その費用対効果の検証が求めら

れる。国・都・関係団体との連携を一層強化し、地域全体での感染症対策の底上

げを期待したい。 

 

（６）住宅施策推進事務 

住民の高齢化と建物老朽化という「二つの老い」が進行する中で、居住の安定

を図る本事業の意義は大きい。特に管理不全マンションの予防や改善は、防災・

減災対策や地域環境の維持にも直結する課題である。現状では、マンション管理

組合への支援が行われているが、従来型の制度説明だけでは十分でなく、行政が

住民に寄り添うような伴走型支援を充実させる必要がある。また、マンション管

理計画認定制度のメリットが十分に伝わっていない可能性があることから、周知

の方法について検討が求められる。高齢者や外国人の住宅確保に関しては、相談

窓口の設置にとどまらず、大家・仲介業者へインセンティブを付与することも検

討の価値はあるだろう。 

 

（７）区立小・中学校の改築事業 

区立小・中学校の改築は、教育の質向上、安全な学習環境の確保、防災拠点機

能の強化を同時に実現する取り組みとして重要である。老朽化した校舎をそのま

まにしておくことは、児童生徒の安全を脅かすだけでなく、地域防災拠点として

の信頼性も損なうため、早急な対応が求められる。本事業では、段階的な改築を

通じて財政負担の平準化が図られており、プロポーザル方式の採用によってより
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質の高い業者を選定するなど、妥当な実施手法が採用されている。一方で、改築

は、教育環境の整備だけでなく、地域の防災機能の強化などにも関わるので、保

護者や地域住民との丁寧なコミュニケーションが重要である。また、人手不足や

物価上昇などに起因するコスト上昇や契約不調によって事業が遅延することがな

いよう、資金調達手段や業者選定には万全な対応を期したい。
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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個別評価調書（一般事務事業） 
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視点別事業点検表

点検項目 全体評価

事 業 の 必 要 性 B+

事業手法の妥当性 B

受益者負担の適切度 *

事 業 の 周 知 度 B-

補助金等の有効性 -

予算計上の妥当性 B

区有財産取得・活用事務

分科会意見

①事業の必要性
　低・未利用地は管理だけでも財政負担になる。地域ニーズに応じた利活用により、
収益確保と経費削減や住民サービスの向上が可能となることから、本事業の必要
性は認められる。
②事業手法の妥当性
　低・未利用地の利活用については、不動産業者など民間事業者との協働が求めら
れるが、その体制が整備されているとはいえない。また、暫定的な利活用策として駐
車場の形で貸付を行っているが、一定の期間を経ても利活用方針が定まらないもの
については、売却も視野に入れるべきである。法定外公共物については、利用者間
の負担の公平性の観点から使用料を求めるべきである。
③受益者負担の適切度
　区有地を貸し付ける代わりに地代を徴収していることから、一種の受益者負担とみ
なせるが、その水準の妥当性を判断する資料は提出資料に含まれないため、評価
困難である。
④事業の周知度
　低・未利用地の情報や活用方針が区民に十分に伝わっているか疑問が残る。ま
た、法定外公共物の情報公開は受動的で、周知が十分とはいえない。
⑤補助金等の有効性
　評価対象外
⑥予算計上の妥当性
　事業費の大半を外部業者への委託料として計上しているが、その妥当性や効果
が十分に伝わらなかった。

【自由意見】
　区有地であることへの配慮から柔軟な活用に踏み出せていない。特に狭小地は暫
定賃貸にとどまる例が多く、法定外公共物も情報提供に慎重である。これらの区有
地について、資産の特性に応じた活用方針を整えるべきである。また、市場評価を
下回る地代で貸付ける場合、下回った分は実質的な補助金となるため、貸付対象や
条件の公平性・透明性を確保し、説明責任を果たすことが求められる。

※ 次の項目は以下の理由により、レーダーチャートから除外している。

「受益者負担の適切度」：評価なし 「補助金等の有効性」:評価対象外

事業の必要性

事業手法の

妥当性

事業の周知度

予算計上の

妥当性

【B+】

【B-】

【B】【B】
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ーツを推進する体制の構築に取り組む。
根 拠 スポーツ基本法、障害者基本法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 3 4 5 6 7

障がい者運動教室参加者数 目標値＝前年実績をもとに設定 目標値 780 820 1,200
指

実績値＝区主催の障がい者運動教室に
実績値 784 1,009標

参加した障がい児・者数
１

[単位] 人 達成率 0% 0% 101% 123%

初級パラスポーツ指導員養 目標値＝経年実績をもとに設定 目標値 20 20 20 20
指

成講習会修了者数 実績値＝対象年度の講習会修了者数
実績値 32 19 11標

２
[単位] 人 達成率 0% 160% 95% 55%

障がい者スポーツ活動助成 目標値＝前年実績をもとに設定 目標値 300 280 290
指

金交付者数 実績値＝障がい者スポーツ活動助成金
実績値 235 281標

利用者数
３

[単位] 人 達成率 0% 0% 78% 100%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 3 4 5 6 7

指標１：東京ヴェルディによる障がい者運動教室に 総事業費 0 0 46,713 48,963
おいて、参加者が増加したため、目標値を大きく上 事 業 費 0 0 21,609 23,136 30,662
回った。

人 件 費指標２：あだち広報の掲載など、例年と同様の周知 総 0 0 25,104 25,827

を実施したが、目標の実績値を下回った。 平均給与事 8,752 8,297 8,368 8,609
指標３：区内の障がい者団体の会合などに出席し、 常

人　　数業 0 0 3 3積極的な周知活動を行ったことにより目標を達成し 勤
た。 計費 0 0 25,104 25,827

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,240 3,299 3,272 3,958非

パラスポーツの推進については、活動の「場」の拡 人　　数訳 常 0 0 0 0
充や「きっかけ」の創出など様々な視点から施策展 勤 計 0 0 0 0
開が必要だが、障がい者のスポーツ活動を支援する

国庫支出金人材の養成について、年々実績値が減っている。パ 0 0 0 0 0

ラスポーツ指導員養成講習の修了者数増加に向けた 都 支 出 金 0 0 5,020 7,395 0
、今までとは異なる周知が必要である。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0◎貢献度：関係団体との協働により円滑に事業を行 源
ったことで、障がい者のスポーツ推進に貢献してい その他特定財源 0 0 1,323 2,606 10
る。 内

基　　金 0 0 0 0 0
◎波及効果：パラスポーツに関わる関係団体の増加 訳

起　　債により、障がい者へのパラスポーツ事業の周知につ 0 0 0 0 0

ながっている。 一般財源 0 0 40,370 38,962 30,652

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
スポーツに関心があるものの、社会的障壁によりスポーツを行えていない障がい者が多くいるという状況を改善するためには、地域
一体となってパラスポーツ推進に取り組む必要がある。令和５年度に立ち上げたパラスポーツ推進協議会で検討を進めているパラス
ポーツアクションプランを策定し、地域との協働のもとスポーツを通じた共生社会の実現を目指していく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和７年度事務事業評価調書(令和６年度事業実施分)

事務事業名 23437 パラスポーツ推進事業
施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・スポーツ振興課・パラ推進
電 話 番 号 03-3880-5087 E - m a i l sports@city.adachi.tokyo.jp

スポーツを通じた共生社会の実現に寄与するため、障がいのある方が気軽に 【協働】地域のスポーツ団体、障がい福協事 目
運動・スポーツを楽しむことができる仕組みを構築していく。 祉団体等と連携し事業を実施している。

働務 的
【庁内協働】障がい福祉課、中央本町地

事 の ・
障がい者が運動・スポーツに参画できる「場」や「機会」の創出、支援制度 域・保健総合支援課

業 概 内 協
の充実、スポーツを通じた障がい者理解の推進に取り組む。また、障がい者 【SDGsターゲット】3.4、10.2～4

要 容 創スポ
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視点別事業点検表

点検項目 全体評価

事 業 の 必 要 性 B+

事業手法の妥当性 B+

受益者負担の適切度 -

事 業 の 周 知 度 B

補助金等の有効性 B

予算計上の妥当性 B+

パラスポーツ推進事業

分科会意見

①事業の必要性
　パラスポーツ推進は、障がい者の生活の質の向上をもたらすため、社会的意義が
高い。
②事業手法の妥当性
　スペシャルクライフコートを活用したイベントや個別ニーズに応じた教室、助成制
度、専門団体との協働など、多様な対象者に配慮した手法が取られており妥当性が
高い。一方で、指導員養成講習の修了者減少や目標設定の妥当性が課題である。
コンシェルジュの増員、障がい者理解を深めるための健常者の参画促進、学校への
アウトリーチ活動の推進などが求められる。
③受益者負担の適切度
　評価対象外
④事業の周知度
　現状は障がい者施設へのチラシ配布が中心であり、未参加者や在宅障がい者へ
の情報提供が不足している。認知度向上には広報手段の多様化、学校や福祉施
設・関係部署との連携強化、施設スタッフへの働きかけや体験型周知の実施が求め
られる。
⑤補助金等の有効性
　障がい者スポーツ活動助成制度は一定の意義があると思われるが、上限1万円ま
での支給が妥当かどうか検討が必要である。対象者のニーズや経済状況を踏ま
え、助成対象者の要件を再検討することが望ましい。また、定量的な効果検証や新
規利用者拡大への取り組みも求められる。
⑥予算計上の妥当性
　中長期的な事業継続には、持続可能な予算や人的リソースの確保が重要であり、
特に高額な招聘費用については費用対効果の検証が求められる。また、業務委託
に関しては連携協定との兼ね合いもあると思われるが、公平性や透明性の観点か
ら、プロポーザル方式の採用など、より競争的な業者選定の可能性も検討して頂き
たい。

【自由意見】
　パラスポーツ推進は誰もがスポーツの楽しさに触れられる社会の実現につながる
意義深い取組であるが、障がい者の声を反映する仕組みが不足し、一方向的な事
業構図になっている印象を受ける。本事業の遂行に当たっては、障がい者と健常者
がともに考え、つくりあげることが求められる。そのため、健常者の参画の度合いを
表すような指標を採用することを検討して頂きたい。

※ 次の項目は評価対象外のため、レーダーチャートから除外している。

「受益者負担の適切度」

事業の必要性

事業手法の

妥当性

事業の周知度
補助金等の

有効性

予算計上の

妥当性

【B】
【B】

【B+】

【B+】【B+】
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視点別事業点検表

点検項目 全体評価

事 業 の 必 要 性 A

事業手法の妥当性 B

受益者負担の適切度 -

事 業 の 周 知 度 B+

補助金等の有効性 B

予算計上の妥当性 B-

中小企業融資事業

分科会意見

①事業の必要性
　中小企業は、足立区に約2万3千社存在し、地域経済と雇用を支える重要な経済
基盤である。物価高や景気の不透明感の中、資金調達の難しさは増しており、信用
保証料や利子補給による経費負担の軽減は実質的な経営支援として高い必要性が
ある。
②事業手法の妥当性
　融資あっせんや利子補給、信用保証料補助は既存の金融制度と連携しやすく、資
金調達のハードルを下げる点で妥当な手法である。緊急経営資金において経営悪
化企業に対象を絞る姿勢も評価できる。一方で、融資後の業績や支援効果の定量
的検証が不足しており、支援が真に必要な企業に届いているか不明である。
③受益者負担の適切度
　評価対象外
④事業の周知度
　パンフレット作製等による広報や金融機関・商工会議所との連携により一定の周
知を図っているが、制度融資が中小企業のニーズを適切にとらえているかどうか検
証が必要である。
⑤補助金等の有効性
　信用保証料補助や利子補給は資金調達の負担軽減として一定の効果が見込ま
れるが、定量的な効果検証が行われていない。制度融資全般の有効性や、臨時的
な制度融資の継続の妥当性を判断する情報が不足している。他区の状況や利用企
業の業績状況を把握したうえで、より実効性の高い制度を構築して頂きたい。
⑥予算計上の妥当性
　近年は決算額に比して（当初・補正後）予算が過大に見積もられており、予算計上
の妥当性には課題がある。

【自由意見】
　物価高や景気不安の中で設備投資に踏み切れる企業は限られ、運転資金や賃上
げ支援など足元の資金需要に応じた制度拡充も検討すべきである。融資後の業績
の把握や中小企業診断士等との連携によるフォローアップを強化し、成果が見える
仕組みと継続的な制度見直しを期待する。

※ 次の項目は評価対象外のため、レーダーチャートから除外している。

「受益者負担の適切度」

事業の必要性

事業手法の

妥当性

事業の周知度
補助金等の

有効性

予算計上の

妥当性

【A】

【B】

【B】

【B+】

【B-】
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資源の把握、医療・介護連携の課題抽出と対応協議、研修の開催、24時
要 容 創間365日の在宅医療、介護サービス提供体制構築　など

根 拠 介護保険法第１１５条の４５
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 3 4 5 6 7

多職種連携研修会を実施し 多職種連携研修会（区内全体、区内各 目標値 6 6 6 6 6
指

た回数 ブロック）を実施した回数
実績値 5 5 6 6標

１
[単位] 回 達成率 83% 83% 100% 100%

医療・介護スキルアップ研 医療・介護スキルアップ研修会を実施 目標値 3 3 3 2 2
指

修会を実施した回数 した回数
実績値 0 1 1 2標

２
[単位] 回 達成率 0% 33% 33% 100%

在宅療養支援窓口で相談を 在宅療養支援窓口における相談を受け 目標値 360 370 380 260 280
指

受けた件数 た件数
実績値 309 265 219 160標

３
[単位] 件 達成率 86% 72% 58% 62%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 3 4 5 6 7

【指標1】区内5ブロックで多職種連携研修会を開催 総事業費 31,479 50,739 43,174 50,324
し、各ブロックの世話人が参加する全体交流会を開 事 業 費 18,351 38,293 34,806 41,715 58,967
催することで目標を達成した。

人 件 費【指標2】医療介護スキルアップ研修会を医療側・ 総 13,128 12,446  8,368  8,609

介護側で各1回開催した。 平均給与事 8,752 8,297 8,368 8,609
【指標3】自主的解決できる医療・介護機関が多く 常

人　　数業 1.5 1.5 1 1なった一方で、在宅療養支援窓口の認知度が低いこ 勤
とも考えられる。 計費 13,128 12,446 8,368 8,609

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,240 3,299 3,272 3,958非

　多職種連携研修会は、「災害時の多職種連携」「 人　　数訳 常 0 0 0 0
高齢者の虐待通報」等をテーマに開催し、区内5ブ 勤 計 　　0 　　0 　　0  　　0
ロックと全体交流会の合計で364名、スキルアップ

国庫支出金研修会は、「服薬支援」「ＡＣＰ」をテーマに年2 9,945 16,091 14,748 16,060 22,702

回開催し、312名が参加した。これらの研修は医療 都 支 出 金 3,533 7,371 6,700 8,030 11,351
介護職員が参加する世話人会が中心となって企画・ 財

受益者負担金 0 0 0 0 0運営し、専門職間の連携を深めることで、在宅療養 源
支援体制の整備に寄与している。また、在宅療養支 その他特定財源 4,873 14,831 13,358 17,625 24,914
援コーディネーターが相談窓口の運営や多職種間の 内

基　　金 0 0 0 0 0
マッチングを行うことで、在宅療養患者支援のネッ 訳

起　　債トワーク構築に貢献している。なお事業費には、会 0 0 0 0 0

計年度任用職員（3名分）報酬等を含んでいる。 一般財源 22,848 22,343 18,184 20,483 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する ■ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和7年度の「すこやかプラザ　あだち」開設に向け、「医療と介護の連携・研修センター運営準備委員会」を設置し、研修のみ
でなく、在宅療養区民啓発講座の開催、センターホームページの開設、大研修室の活用など、協議を行ってきた。
　令和7年度は、「在宅療養推進協議会」を立ち上げ、「すこやかプラザ　あだち」を拠点に、大研修室を活用した研修事業の体系
化、在宅療養支援のネットワーク強化、在宅療養支援窓口の認知度向上、啓発紙発行等による区民啓発事業の拡充など、多職種連携
による在宅療養患者支援体制の構築を図っていく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和７年度事務事業評価調書(令和６年度事業実施分)

事務事業名 21040 在宅医療・介護連携推進事業
施 策 名 7.1 高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられる、地域包括ケアシステムなどの体制の充実

記 入 所 属 福祉部・高・介護保険課・介護保険係
電 話 番 号 03-3880-5887 E - m a i l kaigo@city.adachi.tokyo.jp

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らし 【協働】医療機関・介護事業者団体と連協事 目
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、在宅医療と介護サービ 携し、多職種連携研修会等を実施

働務 的
スを一体的に提供するため、医療と介護の関係者の連携を推進する。 【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ11.】3及び11（目標に直

事 の ・
区内の医療・介護に関わる事業者および事業従事者を対象に、地域の医療、 結）、17.17

業 概 内 協
福祉
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視点別事業点検表

点検項目 全体評価

事 業 の 必 要 性 B+

事業手法の妥当性 B

受益者負担の適切度 -

事 業 の 周 知 度 B-

補助金等の有効性 -

予算計上の妥当性 B

在宅医療・介護連携推進事業

分科会意見

①事業の必要性
　医療と介護の連携強化は、住み慣れた地域で最期まで暮らすことを望む人の希望
を実現できるだけでなく、医療費抑制に貢献できる可能性がある点で意義が大き
い。
②事業手法の妥当性
　研修回数や相談件数といった活動指標だけでは、医療と介護の連携が深まったか
どうかを評価することが難しい。
③受益者負担の適切度
　評価対象外
④事業の周知度
　相談件数の減少や認知度の低さから、事業の周知方法や対象には改善の余地が
ある。在宅医療や介護の選択肢が十分に知られていない現状を踏まえ、医療・介護
従事者向けの取り組みだけでなく、地域の高齢者や家族への情報発信の強化が不
可欠である。「すこやかプラザ あだち」への拠点移動を契機に、広報や参加促進へ
の一層の注力を期待したい。
⑤補助金等の有効性
　評価対象外
⑥予算計上の妥当性
　事業規模の拡大に際しては、十分な費用対効果が得られるかを検証する必要が
ある。特に在宅医療と入院医療、訪問看護と施設型看護などの費用構造を比較し、
社会保障費全体の持続可能性を視野に入れた検討が求められる。

【自由意見】
　指標に関しては、在宅診療数や再入院率の低下など連携の効果を測る指標の導
入が望まれる。また、研修を指標に入れるのであれば、回数よりも研修の質を表す
指標を導入することが望ましい。

※ 次の項目は評価対象外のため、レーダーチャートから除外している。

「受益者負担の適切度」 「補助金等の有効性」

事業の必要性

事業手法の

妥当性

事業の周知度

予算計上の

妥当性

【B-】

【B】 【B】

【B+】
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、４結核予防を図るため管理検診等、５感染症診査協議会の開催
根 拠 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、　足立区感染症の診査に関する協議会条例、　足立区感染症の
法令等 診査に関する協議会条例施行細則　足立区感染症予防計画

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 3 4 5 6 7

結核り患率 新規登録患者数／当概年10月1日人口( 目標値 16.1 15.6 15.1 14.9 10
指

外国人登録含む）×10万
実績値 12.5 12.4 12.2 10.6標

※10万人あたりの割合（実績値は暦年
１

[単位] ー 計上のため12月31日現在）低減目標　 達成率 129% 126% 124% 141%

潜在性結核感染症治療開始 潜在性結核の治療完了者数／前年の潜 目標値 85 85 85 85 85
指

者の治療完了率 在性結核新規登録者数
実績値 92.3 78.2 84.4 93.3標

※目標値は東京都結核予防推進プラン
２

[単位] ％ 2018より 達成率 109% 92% 99% 110%

関係機関実務者連絡会の参 感染症の情報連携を目的とした連絡会 目標値 20 22 24 36 36
指

加団体数（結核、その他感 に参加した団体数（複数回開催の場合
実績値 18 26 36 33標

染症に関する連絡会） は延べ数）
３

[単位] ー 達成率 90% 118% 150% 92%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 3 4 5 6 7

【指標１】結核り患率は減少（登録者数R5年85人か 総事業費 1,235,159 1,903,469 918,008 168,770
らR6年74人に減少）。【指標２】治療完了率は前年 事 業 費 1,031,536 1,691,570 716,433 69,589 91,174
より上昇し目標値達成。副作用による中止者3人、

人 件 費死亡者1人。【指標３】感染管理認定看護師等（ICN 総 203,623 211,899 201,575 99,181

）実務者連絡会を2回（延べ9団体、区内ICNはR6年 平均給与事 8,752 8,297 8,368 8,609
度末8名に増加）、結核コホート検討会を2回（延べ 常

人　　数業 21.6 15.4 14.9 8.924団体）実施。医療従事者向けに注力し、参加対象 勤
を絞ったことが目標未達の要因と考えられる。 計費 189,043 127,774 124,683 76,620

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,240 3,299 3,272 3,958非

令和６年に策定した感染症予防計画に基づき、業務 人　　数訳 常 4.5 25.5 23.5 5.7
のDX化や訓練の再開等保健所体制の強化を行いつつ 勤 計 14,580 84,125 76,892 22,561
、感染症への対応にあたった。【指標１】新登録患

国庫支出金者数は減少しているが、外国人患者の占める割合が 640,124 1,341,536 103,675 35,166 25,038

増加し（R5年16.5％からR6年17.6％）言語・経済的 都 支 出 金 133,048 196,009 59,210 0 1
問題、集団生活から大規模な接触者健診への発展等 財

受益者負担金 0 0 0 0 0、困難事例となる割合が多く課題となっている。【 源
指標２】治療完了率は目標達成。定期的服薬支援に その他特定財源 3,702 51,188 0 0 0
より自己中断者なしの状態を維持できている。【指 内

基　　金 0 0 0 0 0
標３】区内のICN人数の増加と交流の継続により、 訳

起　　債関係者間の連携が円滑になった。今後連絡会を拡充 0 0 0 0 0

し、ICN育成意向のある医療機関も招待予定。 一般財源 458,285 314,736 755,123 133,604 66,135

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和６年度に策定した感染症予防計画に基づき、新興感染症への備えとして、訓練の再開やICNの資格取得支援及び定着支援の補助
金を通じた地域の医療機関への専門人材の配置促進等に注力し、人材育成や外部との関係構築に取り組んだ。今後はこれらの規模拡
充、内容の充実等に取り組み、関係機関とのネットワークの強化を進める。結核対策については、外国人患者の増加により、言語等
に起因する対応の困難さや、大規模な接触者健診への対応等、新たな課題が浮き彫りになった。そのため、今後の円滑な支援への備
えとして、接触者健診の手順や案内に係る配布物及び外国人への配慮の視点等を整理し、令和７年９月までにマニュアル化する。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和７年度事務事業評価調書(令和６年度事業実施分)

事務事業名 3842 感染症予防・患者医療費公費負担事業
施 策 名 5.1 感染症対策の充実

記 入 所 属 衛生部・足立保健所感染症対策課・事業調整係
電 話 番 号 03-3880-5372 E - m a i l kansensho@city.adachi.tokyo.jp

１ 感染症のまん延防止及び性感染症に対する正しい知識の普及啓発を図る 【協働】医師会、薬剤師会との協働によ協事 目
　２ 治療、服薬支援の徹底により結核患者の医療費負担を軽減すると共に る感染症対策事業の実施

働務 的
感染症まん延を防ぐ　 ３ 結核患者の発生予防及び患者治療の徹底を図る 【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.3

事 の ・
１感染症発生時に健康診断勧告・実施と汚染施設等消毒指示、２エイズ相談

業 概 内 協
や正しい知識の普及啓発及びエイズ抗体検査等の実施、 ３感染症患者の入

要 容 創院勧告等
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視点別事業点検表

点検項目 全体評価

事 業 の 必 要 性 A

事業手法の妥当性 B+

受益者負担の適切度 -

事 業 の 周 知 度 B

補助金等の有効性 B+

予算計上の妥当性 B+

感染症予防・患者医療費公費負担事業

分科会意見

①事業の必要性
　感染症のまん延防止や性感染症に対する正しい知識の普及、結核患者の医療費
負担軽減は、区民の健康と生活の質を守るうえで重要である。高齢者や外国人が
多いという地域特性を踏まえると、本事業は喫緊かつ重要な取り組みであり、その
必要性は極めて高い。
②事業手法の妥当性
　検査体制の拡充やICN（感染管理認定看護師等）の育成・定着支援、啓発活動な
ど、多面的な施策は概ね妥当であり、実効性も期待できる。一方で、性感染症検査
の受診率向上や外国人の健康診断実施状況の把握、年齢層ごとの啓発手法の工
夫など改善の余地がある。特に、性感染症検査のWEB予約や非対面検査の導入な
ど利便性向上策は早急に検討されるべきであり、実効性を高める取り組みの強化
が求められる。
③受益者負担の適切度
　評価対象外
④事業の周知度
　日本語学校や障がい者施設など一定の周知努力は認められるものの、就労外国
人や若年層への情報浸透には課題が残る。SNSや多言語対応、学校・職場との連
携、技能実習生の監理団体・登録支援団体との協力など、ターゲット層ごとに適した
広報手法を拡充し、受診促進につながる実効性の高い情報発信が求められる。
⑤補助金等の有効性
　ICNの配置促進補助は、区の感染症対策能力向上に寄与する有用な制度である
が、利用が十分に伸びていない点は課題である。医療機関への働きかけや制度周
知をさらに強化し、ICNの定着につながる支援策の拡充が求められる。また、ICNの
拡充が足立区にどのような恩恵をもたらすのか、費用対効果を含めた検証を進める
ことが望まれる。
⑥予算計上の妥当性
　予算計上は概ね妥当であると考えられるが、検査受診率や補助制度の利用状況
を踏まえた費用対効果の検証が十分とは言えない。

【自由意見】
　足立区には感染症専門病床がなく、結核等の重度感染症を診療できる体制の構
築は急務である。特に高齢者や外国人などリスクの高い層への対応、外国人への
健康診断実施と報告の仕組み整備、性感染症に対する若年層へのアプローチ強化
は優先課題である。区は、国・都・医療機関・教育機関・事業者と連携し、ICNの確
保・育成環境を充実させるなど、横断的な体制整備が求められる。

※ 次の項目は評価対象外のため、レーダーチャートから除外している。

「受益者負担の適切度」

事業の必要性

事業手法の

妥当性

事業の周知度
補助金等の

有効性

予算計上の

妥当性

【A】

【B】

【B+】【B+】

【B+】
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住生活基本法　マンション管理適正化法 住宅セーフティネット法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 3 4 5 6 7

住宅専門相談件数(すまい 目標値：前年度実績を踏まえた相談件 目標値 36 30 35 35 36
指

の相談者とマンション相談 数
実績値 27 35 39 45標

者の合計) 実績値：当該年度の相談件数　
１

[単位] 件 達成率 75% 117% 111% 129%

分譲マンション管理アドバ 目標値：前年度実績を踏まえた派遣件 目標値 100 100 70 70 70
指

イザー派遣件数 数
実績値 38 57 53 68標

実績値：当該年度の派遣件数
２

[単位] 件 達成率 38% 57% 76% 97%

お部屋さがし相談件数 目標値：前年度実績を踏まえた相談件 目標値 150 250 260 260 265
指

数
実績値 243 295 384 374標

実績値：当該年度の延べ相談件数
３

[単位] 件 達成率 162% 118% 148% 144%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 3 4 5 6 7

指標１：すまいの相談とマンション相談の両方が前 総事業費 62,877 61,434 72,553 54,020
年度を上回った。特に今年度は区内各所でマンショ 事 業 費 7,125 8,353 19,073 7,017 12,295
ン相談会を実施し成果があがった。

人 件 費指標２：分譲マンション管理計画認定にともなう資 総 55,752 53,081 53,480 47,003

料作成の相談などで派遣依頼が増えた。ほぼ目標値 平均給与事 8,752 8,297 8,368 8,609
に達成した。 常

人　　数業 6 6 6 5指標３：福祉まるごと相談課をはじめとする庁内連 勤
携により目標値を大幅に上回った。 計費 52,512 49,782 50,208 43,045

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,240 3,299 3,272 3,958非

分譲マンション管理計画認定制度の周知を行うため 人　　数訳 常 1 1 1 1
に区内１０箇所でセミナー及び相談会を実施し、計 勤 計 3,240 3,299 3,272 3,958
画認定の申請件数が初年度９件から１８件に増加し

国庫支出金た。 400 939 586 592 429

また、不動産協会と連携したあだちお部屋さがしサ 都 支 出 金 500 500 1,995 0 0
ポート事業や東京都住宅供給公社の住戸を利用した 財

受益者負担金 0 0 0 0 3住宅セーフィティネット制度をはじめ、福祉まるご 源
と相談課や生活支援推進課との新たな連携事業も開 その他特定財源 0 0 0 0 0
始された。その他、都市再生機構と居住支援法人の 内

基　　金 0 0 0 0 0
連携事業も開始されて居住支援の選択肢が広がった 訳

起　　債。一方で福祉的課題により部屋紹介までつなげられ 0 0 0 0 0

ないケースがある。 一般財源 61,977 59,995 69,972 53,428 11,863

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　分譲マンション管理計画認定の更なる普及啓発を図るために、区内１２箇所に拡充してセミナー及びマンション相談会を実施する
。また、管理組合が計画策定を行う際には、マンション管理士のアドバイザー派遣を支援していく。
　住宅セーフィティネット法の改正による居住サポート住宅の開始や居住支援協議会の体制見直しなど、更なる居住支援を推進する
必要がある。福祉まるごと相談課など庁内連携を図りつつ、居住支援法人などの外部団体との協力を進めていく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和７年度事務事業評価調書(令和６年度事業実施分)

事務事業名 4008 住宅施策推進事務
施 策 名 11.3 安心して住み続けられる住宅環境の整備

記 入 所 属 都市建設部・建・住宅課・住宅計画係
電 話 番 号 03-3880-5963 E - m a i l juutaku@city.adachi.tokyo.jp

住生活基本計画の理念に基づき、具体的な住宅施策を推進していく。 【SDGｓﾀｰｹﾞｯﾄ】11.1、17 協事 目
【協働】区内不動産団体及び関係所管と

働務 的
連携し、住宅確保要配慮者に対する居住

事 の ・
住生活基本計画に基づく施策に伴い全区民に対し、住宅専門相談会の実施や 支援施策を講じた。

業 概 内 協
分譲マンション居住者へのアドバイザー派遣などを行う。また、住宅確保要

要 容 創配慮者に対して、外部団体と連携して居住場所確保のサポートを行う。
根 拠 足立区住宅基本条例　足立区住宅専門相談実施要綱　
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視点別事業点検表

点検項目 全体評価

事 業 の 必 要 性 A

事業手法の妥当性 B+

受益者負担の適切度 -

事 業 の 周 知 度 B

補助金等の有効性 -

予算計上の妥当性 B+

住宅施策推進事務

分科会意見

①事業の必要性
　本事業は、高齢化の進行や住宅困窮者の増加という社会的背景を踏まえると、極
めて高い必要性を有する。特に、分譲マンションの老朽化や管理不全は居住の安全
や地域コミュニティの維持に深刻な影響を及ぼすため、区による届出制度や管理計
画認定を通じた管理意識向上の取組は公共的意義が大きい。また、修繕積立金不
足の未然防止により、所有者や居住者のみならず近隣住民の人命・財産の安全確
保にも寄与する。さらに、住宅確保要配慮者へのお部屋探しサポートは、生存権に
直結する重要な施策である。
②事業手法の妥当性
　住宅専門相談会やアドバイザー派遣、外部団体との連携による居住支援など、対
象者の多様な課題に応じた複数の手法が採用されており、現場に密着した対応とし
て妥当性は高いと評価できる。一方で、マンション管理計画認定制度の申請促進や
適切な管理方法の周知については課題が残るため、他自治体の「プッシュ型」アプ
ローチも参考にした積極的な周知・働きかけが望まれる。
③受益者負担の適切度
　評価対象外
④事業の周知度
　相談件数の実績から一定の認知は進んでいるが、マンション管理計画認定制度の
認定件数は区内対象1,311棟のうち25棟にとどまり、本制度の存在やメリットが十分
に浸透していない可能性がある。
⑤補助金等の有効性
　評価対象外
⑥予算計上の妥当性
　マンション管理計画認定制度は区民の安全・安心確保に直結する重要施策であ
る。一方で、相談会参加者数が少なく1人当たり費用が割高となっていることから、費
用対効果の検証が必要である。今後は5年ごとの認定更新時に管理状況の改善度
を検証し、周知経費を含めた資源配分の見直しを進めることが望まれる。

【自由意見】
　マンション管理不全の予防や住宅確保要配慮者支援は、中長期的視野で計画的
に進める必要がある。届出促進には制度説明だけでなく、行政が寄り添い住民と一
体で管理意識を高める支援が求められる。お部屋探しサポートでは成約に至らな
かった相談者の状況把握や、対象を公営住宅入居資格者に絞り、大家・仲介業者
へのインセンティブを付与することも検討してはどうか。

※ 次の項目は評価対象外のため、レーダーチャートから除外している。

「受益者負担の適切度」 「補助金等の有効性」

事業の必要性

事業手法の

妥当性

事業の周知度

予算計上の

妥当性

【A】

【B】

【B+】【B+】
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行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 3 4 5 6 7

改築事業実施中の小学校数 改築事業で設計、工事に着手中の小学 目標値 3 2 1 3 3
指

校数
実績値 3 2 1 1標

１
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 33%

小学校の施設更新進捗率 基本構想から完成までの進捗を100ﾎﾟｲ 目標値 275 110 40 60 80
指

ﾝﾄと設定し、当初計画どおり進展して
実績値 275 110 20 40標

いるかどうかの指標とした
２

[単位] ポイント 達成率 100% 100% 50% 67%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 3 4 5 6 7

【指標１】令和６年度は東渕江小学校の設計（３年 総事業費 10,838,817 4,079,665 123,281 1,494,069
目）を実施した。宮城小学校及び千寿常東小学校は 事 業 費 10,727,797 3,993,376 101,943 1,454,037 3,433,120
設計に着手できず、目標に届かなかった。

人 件 費【指標２】設計３年目の東渕江小学校は６年度中３ 総 111,020 86,289 21,338 40,032

年目の進捗を達成して40ポイントだった。宮城小学 平均給与事 8,752 8,297 8,368 8,609
校及び千寿常東小学校の設計には着手できず、とも 常

人　　数業 12.5 10.4 2.55 4.65に0ポイントとなった。（６年計画の場合、１～２ 勤
年目は10ポイント、３～６年目は20ポイント） 計費 109,400 86,289 21,338 40,032

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,240 3,299 3,272 3,958非

「足立区学校施設の個別計画」に基づき、教育環境 人　　数訳 常 0.5 0 0 0
の充実や防犯・防災対策、環境負荷の低減等に配慮 勤 計 1,620 0 0 0
した学校改築を進めている。東渕江小学校は予定通

国庫支出金り設計業務が進んだ。宮城小学校は、委員の意見を 1,264,800 594,488 0 127,447 183,513

受けて公募要領の見直し等を行った結果、事業者選 都 支 出 金 26,000 26,000 0 0 0
定は完了したが設計の着手には至らなかった。千寿 財

受益者負担金 0 0 0 0 0常東小学校は、委員の意見を受けて令和６年度に改 源
築方針の検討等を行った後に事業者選定プロポーザ その他特定財源 0 0 0 0 0
ルに着手し、事業者選定中である。 内

基　　金 4,973,765 3,172,466 40,785 1,208,047 2,097,762
【貢献度】改築事業によって学校施設の老朽化等に 訳

起　　債対応することで、快適に学べる教育施設の整備に大 0 0 0 0 0

きく貢献している。 一般財源 4,574,252 286,711 82,496 158,575 1,151,845

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和７年度の改築は３校（工事１年目１校、設計１年目２校）の予定である。工事１年目の東渕江小学校は、庁内関係所管等と連携
しながら、令和９年４月の開校に向けて取り組んでいく。宮城小学校は令和６年度中に設計事業者の選定が完了しており、設計に着
手する。千寿常東小学校は引き続きプロポーザルによる事業者選定を進め、選定後設計に着手する。

令和７年度の進捗見込み：８０ポイント（東渕江小学校６０ポイント、宮城小学校及び千寿常東小学校各１０ポイント）

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和７年度事務事業評価調書(令和６年度事業実施分)

事務事業名 4072 区立小学校の改築事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校施設管理課・学校改築
電 話 番 号 03-3880-5072 E - m a i l g-shisetsukanri@city.adachi.tokyo.jp

こどもたちの「生きる力」の向上に寄与する教育環境の向上を目指し、施設 【協働】開かれた学校づくり協議会等協事 目
の老朽化や統合に伴う学校改築を行う。 【庁内協働】施設営繕部及び教育委員会

働務 的
各課

事 の ・
東渕江小学校・宮城小学校・千寿常東小学校の改築設計の実施等 【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】４a

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 足立区小・中学校の適正規模・適正配置計画及び改築に関する報告書
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執
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指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 3 4 5 6 7

改築事業実施中の中学校数 改築事業で設計、工事に着手中の中学 目標値 2 1 1 1 0
指

校数
実績値 2 1 1 1標

１
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

中学校の施設更新進捗率 基本構想から完成までの進捗を100ﾎﾟｲ 目標値 140 60 80 100 0
指

ﾝﾄと設定し、当初計画どおり進展して
実績値 140 60 80 100標

いるかどうかの指標とした（５年計画
２

[単位] ポイント の場合、１年分のﾎﾟｲﾝﾄは20） 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 3 4 5 6 7

【指標１】令和６年度は工事３年目の１校（東綾瀬 総事業費 4,008,833 2,638,592 1,042,936 5,351,747
中学校）で改築工事が実施され、工事が完了した。 事 業 費 3,952,329 2,595,467 1,004,025 5,301,384 7,000
【指標２】当初の計画通り東綾瀬中学校の工事が完

人 件 費了し、100ポイントとなった。 総 56,504 43,125 38,911 50,363

平均給与事 8,752 8,297 8,368 8,609
常

人　　数業 6.16 4.8 4.65 5.85
勤

計費 53,912 39,826 38,911 50,363

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,240 3,299 3,272 3,958非

「足立区学校施設の個別計画」に基づき、教育環境 人　　数訳 常 0.8 1 0 0
の充実や防犯・防災対策、環境負荷の低減等に配慮 勤 計 2,592 3,299 0 0
した学校改築を進めている。令和６年度は東綾瀬中

国庫支出金学校の改築工事（３年目）を実施し、工事が完了し 115,073 307,481 47,656 259,138 0

た。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
【貢献度】改築事業によって学校施設の老朽化等に 財

受益者負担金 0 0 0 0 0対応することで、快適に学べる教育施設の整備に大 源
きく貢献している。 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 2,782,298 2,249,222 940,898 3,028,988 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 1,111,462 81,889 54,382 2,063,621 7,000

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 ■ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和７年度は中学校改築の設計、工事とも予定されていない。令和６年度に完了した東綾瀬中学校の改築事業を振り返り、課題等を
整理して今後に活かしていく。

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和７年度事務事業評価調書(令和６年度事業実施分)

事務事業名 4073 区立中学校の改築事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校施設管理課・学校施設係
電 話 番 号 03-3880-5072 E - m a i l g-shisetsukanri@city.adachi.tokyo.jp

こどもたちの「生きる力」の向上に寄与する教育環境の向上を目指し、施設 【協働】開かれた学校づくり協議会等協事 目
の老朽化や統合に伴う学校改築を行う。 【庁内協働】施設営繕部及び教育委員会

働務 的
各課

事 の ・
東綾瀬中学校の改築工事の実施等 【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】４a

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 足立区小・中学校の適正規模・適正配置計画及び改築に関する報告書
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
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視点別事業点検表

点検項目 全体評価

事 業 の 必 要 性 A

事業手法の妥当性 B

受益者負担の適切度 -

事 業 の 周 知 度 B

補助金等の有効性 -

予算計上の妥当性 B+

区立小・中学校の改築事業

分科会意見

①事業の必要性
　区立小・中学校の多くは老朽化が進み、築50年以上の施設が半数を超えている。
雨漏りや天井の剥落などの不具合も発生しており、児童・生徒の安全確保と教育環
境の維持のため、早急な改築・更新が不可欠である。また、学校施設は区の公共施
設延床面積の約6割を占め、地域の重要な防災拠点としても機能していることから、
喫緊の対応が求められる。
②事業手法の妥当性
　　「足立区学校施設の個別計画」に基づき、築年数や劣化状況を踏まえて改築・大
規模改修を計画的に進めている点は妥当である。建材費高騰や人手不足といった
制約下で財政負担を平準化しつつ、段階的に改築を進める方針は現実的であり、
防災機能の複合化やプロポーザル方式の採用など、柔軟なアプローチも評価でき
る。ただし、改築コストの増大に対応するため、PFIや包括的民間委託などの民間資
金活用や、サウンディング調査を通じた事業者との連携強化による効率化を一層検
討すべきである。
③受益者負担の適切度
　評価対象外
④事業の周知度
　改築対象校の関係者には一定の情報提供が行われていると推察されるが、事業
全体の概要や進捗について、区民全体への発信は必ずしも十分とはいえない。学
校改築は教育環境整備のみならず、防災機能強化や地域利用にも関わる複合的な
事業であり、特にPFIなど馴染みの薄い手法を導入する際は、丁寧な説明と透明性
のある情報発信が不可欠である。
⑤補助金等の有効性
　評価対象外
⑥予算計上の妥当性
　財政負担の集中を避けるため、段階的な予算計上や特定目的基金の活用、PFI等
の民間資金導入が検討されている点は妥当であり、優先度の高い校舎から着手す
る方針も現実的である。一方で、コスト上昇による事業遅延は回避すべきであり、ほ
かに手段がなければ区債発行も検討すべきである。

【自由意見】
　なし

※ 次の項目は評価対象外のため、レーダーチャートから除外している。

「受益者負担の適切度」 「補助金等の有効性」

事業の必要性

事業手法の

妥当性

事業の周知度

予算計上の

妥当性

【A】

【B】

【B】【B+】

- 106 -



Ⅳ 表彰事業 
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Ⅳ 表彰事業 

第１章 表彰制度の概要 

１ 表彰の目的と視点 

表彰制度は、区民評価委員会の発案で始まり、以下の目的、視点により、区民

評価委員会から区の事業に対して表彰を実施するものである。 
（１）目的 
   各プロジェクトの更なる推進と評価事業の円滑化、協創をサポートするため

の「職員力」を高めること 
（２）視点 
   評価活動に対する所管課の参加や理解といった観点から、評価活動への貢献

度の最も高かった事業を選定 
 

２ 評価の基準 

理解や参加の内容 具体例

①わかりやすい説明 ・ パワーポイントや実物の資料等を用意して、具体的に

説明している。 

・ どのようなことを知って欲しいかを明確にして説明

している。 

②課題の伝え方 ・ 現状と課題をそのまま示し、課題に向き合う姿勢が

ある。 

・ 目標値や実績値を巧妙に調整し、課題を見えないよう

にしない。 

③意気込み、本気度 ・ 評価を得て、事業を更に推進しようとする熱意が  

ある。 

・ 目標が達成できていない状況をそのままにしてい  

ない。 

④事業成果の伝え方 ・ 数字だけではなく、事業の成果を具体例で説明して

いる。 

・ 評価委員に伝えようとする熱意がみられる。 
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３ 各分科会の選出事業 

各分科会から選出した事業とその理由は、下記のとおりである。 

 

表彰事業 選出理由

ひとと 

行財政 

№4「不登校児童・生徒に

対する支援事業」 

・ 資料が評価項目に照らし合わせた

ものとなっており，理解しやすか

った。 

・ 各取り組みの課題と対応策が明確

に示され，事業を推進しようとす

る意欲が伝わった。 

・ ヒアリングに参加したすべての方

が主体的で，高い熱意が感じられ

た。 

・ チームの役割分担が明確かつ協働

して問題を解決していく姿勢が見

られた。 

くらしと 

行財政 

№20「包括的相談支援事

業」 

・ 数値的な変化だけでは見えにくい

成果を質的な情報も含め、適切に

説明されていた。 

・ 支援会議という協議体を活かし、

庁内連携を図り、課や組織を越え

てチームとして機能していること

がプレゼンテーションからも伝わ

ってきた。 

・ 複雑な課題を抱える当事者・家族

への支援に対する職員の熱意や思

いがプレゼンテーションから伝わ

ってきた。 

まちと 

行財政 

No.26「揺れに強い建物の

促進」 

・ 事業の実施前後を写真で示したり

動画資料を用いるなど、視覚的に

わかりやすい説明となっていた。

・ 実際に現場で事業に取り組む職員

の苦労や奮闘が伝わる説明であっ

た。 

・ 過去に評価委員が挙げた課題に対

して真摯に取り組もうとする姿勢
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が見られた。また、具体性のある

取組を実施していた。 

一般事務 

事業見直し 

「感染症予防・患者医療

費公費負担事業」 

・ 事業目的・区の現状と課題・解決

に向けた取組みとプレゼン資料が

整理されており、説明も分かりや

すく質疑に対する回答も的確であ

った。 

・ 委員の提言を受け止め、前向きに

検討しようとする姿勢が見られ

た。 

・ 全員が発言する姿勢などからも、

今後の事業展開を一丸となって推

進していくという意気込みを感じ

た。 
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１ 令和６年度重点プロジェクト事業体系一覧 ······································· 資料１ 

２ 足立区区民評価委員会 分科会名簿 ················································ 資料２ 

３ 足立区区民評価委員会条例 ·································································· 資料３ 

４ 足立区区民評価委員会条例施行規則 ························································ 資料４ 

５ 足立区行政評価マニュアル ···································································· 資料５ 

６ 用語解説 ········································································································· 資料６ 
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「★」…子どもの貧困対策重点事業

令和６年度

就学前教育
の充実

1 ★「幼児教育推進事業・家庭教育推進事務」
子ども家庭部
  子ども政策課
  子ども施設指導・支援課

確かな学力
の定着

2 ○
★「学力向上対策推進事業（個に応じた学習の充
実）」

教育指導部
  学力定着推進課

3 ★「発達支援児に対する事業の推進」
教育指導部
 こども支援センターげんき
  支援管理課

4 ○ ★「不登校児童・生徒に対する支援事業」

教育指導部
　不登校施策推進担当課
こども支援センターげんき
  教育相談課

5 ○ ★「若年者全力応援事業」
政策経営部
 あだち未来創造室
　子どもの貧困対策・若年者支援課

健やかな身
体づくり

6
「小・中学校給食業務運営事業（おいしい給食の
推進）」

学校運営部
　学務課

遊びと実体
験の場や機
会の充実

7 ★「子どもへの多様な体験機会の充実」

学校運営部
　青少年課
　学務課
　学校支援課

8 ○ 「就学前教育・保育施設の質の維持・向上」
子ども家庭部
　私立保育園課
　子ども施設指導・支援課

9 ○ 「学童保育室の質の維持・向上」
子ども家庭部
　学童保育課

10
★「あだちスマイルママ＆エンジェルプロジェク
ト（ASMAP）の推進事業（妊産婦支援事業、こんに
ちは赤ちゃん訪問事業、3～4か月児健診事業）」

衛生部
　保健予防課

11 「子育てサロン事業」 地域のちから推進部
　住区推進課

12 ★「養育困難改善事業（児童虐待対策等）」
子ども家庭部
 こども家庭相談室
　こども家庭相談課

13 ○ ★「ひとり親家庭総合支援事業」
福祉部
　親子支援課

38 「組織能力の向上と組織風土の改善」

政策経営部
　区民の声相談課
総務部
　人事課
 ガバナンス担当部
　ガバナンス担当課

39 ○
「人材育成事務（職員研修事業、職員の能力を活
かす人事）」

総務部
　人事課

的確な区民
ニーズの把
握

40 「広聴機会の充実と区政への反映」

政策経営部
　政策経営課
　区政情報課
　区民の声相談課

令和６年度　重点プロジェクト事業体系一覧　【ひとと行財政】

柱
立
て

重点目標
（施策群）

重点項目
事業
№

区民
評価

担当所管
（※R7所管名）名称

自
己
肯
定
感
を
持
ち
、

生
き
抜
く
力
を
備
え
た
人

①家庭・地
域と連携
し、子ども
の学びを支
え育む

子どもの状
況に応じた
支援の充実

②妊娠から
出産・子育
てまで切れ
目なく支え
る

多様な保育
サービスの
提供と待機
児童の解消

子育て不安
の解消

区
民
の
活
躍
と
ま
ち
の
活
力

を
支
え
る
行
財
政

⑭戦略的か
つ効果的な
行政運営を

行う

区民からの
信頼を高め
られる人材
の育成

資料１
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「★」…子どもの貧困対策重点事業

令和６年度

14 ○
「ビューティフル・ウィンドウズ運動（地域防犯
力の向上・防犯まちづくり事業）」

危機管理部
　危機管理課

15
「ビューティフル・ウィンドウズ運動（美化推進
事業・生活環境保全対策事業）」

地域のちから推進部
　地域調整課
環境部
　生活環境保全課
都市建設部
　交通対策課

16 ○
「エネルギー対策の推進（温室効果ガス排出削
減）」

環境部
　環境政策課

17 ○ 「ごみの減量・資源化の推進」
環境部
　ごみ減量推進課
　足立清掃事務所

18 ○ 「健康寿命を延ばす介護予防・生活支援事業」

福祉部
 高齢者施策推進室
  高齢者地域包括ケア推進課
地域のちから推進部
 生涯学習支援室
　スポーツ振興課

19 「孤立ゼロプロジェクト推進事業」 地域のちから推進部
　絆づくり担当課

多様な支援
サービスの
提供による
区民生活の
安定・自立
の推進

20 ○ ★「包括的相談支援事業」 福祉部
 福祉まるごと相談課

21 「データヘルス推進事業」
衛生部
　データヘルス推進課

22 ○ 「健康あだち21推進事業（糖尿病対策）」
衛生部
　こころとからだの健康づくり課
　データヘルス推進課

23 「こころといのちの相談支援事業」
衛生部
　こころとからだの健康づくり課

協働・協創
による地域
づくりの活
性化

35 ○
「協創推進コーディネートの強化（人づくり・場
づくり）」

政策経営部
 あだち未来創造室
　SDGs・協創推進課

大学連携の
推進

36 ★「大学連携コーディネート事業」
政策経営部
　シティプロモーション課

⑭戦略的か
つ効果的な
行政運営を
行う

行政サービ
スのデジタ
ル化

37 「ＤＸ化による区民サービスのさらなる向上」
政策経営部
　ＩＣＴ戦略推進担当課

令和６年度　重点プロジェクト事業体系一覧　【くらしと行財政】

柱
立
て

重点目標
（施策群）

重点項目
事業
№

区民
評価

区
民
の
活
躍
と
ま
ち
の
活
力
を
支
え

る
行
財
政

⑬多様な主
体による協
働・協創を

進める

担当所管
（※R7所管名）名称

地
域
と
と
も
に
築
く
、

安
全
な
く
ら
し

⑤区民の命
や財産を守
り、くらし
の安全を確
保する

ビューティ
フル・ウィ
ンドウズ運
動の強化

⑥環境負荷
が少ないく
らしを実現
する

循環型社会
への転換の
促進

い
つ
ま
で
も
健
康
で
住
み
続
け
ら
れ
る
安
心
な
く
ら
し

⑦高齢者、
障がい者な
どの生活の
サポート体
制を充実す
る

高齢者等の
安心を確保

⑧健康寿命
の延伸を実
現する

自ずと健康
になれるく
らしの支援

資料１
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資料１

「★」…子どもの貧困対策重点事業

令和６年度

24 ○ 「地域と一体となった震災・水害対策」
危機管理部
　災害対策課

25 ○ 「燃えにくいまちづくりの推進」
都市建設部
 建築室
　建築防災課

26 ○ 「揺れに強い建物の促進」
都市建設部
 建築室
　建築防災課

⑩便利で快
適な道路・
交通網をつ
くる

道路・交通
網の充実

27 ○
「スムーズに移動できる交通環境の充実（バス・
自転車走行環境の整備）」

都市建設部
 交通対策担当部
　新たな交通担当課

28 「緑を守り、育む人づくり事業」
都市建設部
 道路公園整備室
　パークイノベーション推進課

29 「パークイノベーションの推進」
都市建設部
 道路公園整備室
　パークイノベーション推進課

30 「自然環境・生物多様性の理解促進事業」

環境部
　環境政策課
都市建設部
 道路公園整備室
　パークイノベーション推進課

31
「創業支援事業（産学金公ネットワークによる起
業・創業支援）」

産業経済部
　企業経営支援課

32 「販路拡大支援事業（区内産業・製品のＰＲ」
産業経済部
　産業振興課

区内企業の
人材確保

33
★「就労支援・雇用安定化事業（区内企業の人材
確保支援等）」

産業経済部
　企業経営支援課

⑬多様な主
体による協
働・協創を
進める

協働・協創
による地域
づくりの活
性化

34 ○ ★「町会・自治会の活性化支援」
地域のちから推進部
　地域調整課

41 ○ 「シティプロモーション事業」
政策経営部
　シティプロモーション課

42
「情報発信強化事業（各種広報媒体の充実・情報
発信力の向上等）」

政策経営部
　報道広報課

⑯次世代に
つなげる健
全な財政運
営を行う

堅固な歳入
基盤の確保

43
「４公金収納金の収納率向上対策（税・保険
料）」

区民部
　納税課
　特別収納対策課
　国民健康保険課
　高齢医療・年金課
福祉部
　介護保険課

重点項目
事業
№

区民
評価

担当所管
（※R7所管名）名称

区
民
の
活
躍
と
ま
ち
の
活
力
を
支
え
る
行
財
政

⑮区のイ
メージを高
め、選ばれ
るまちにな
る

区の魅力発
掘・創出と
プラスイ

メージへの
転換

地
域
の
個
性
を
活
か
し
た
都
市
基
盤
が
整
備
さ
れ
た
ま
ち

⑨災害に強
いまちをつ
くる

防災対策の
強化

⑪地域の特
性を活かし
たまちづく
りを進める

緑と水辺と
憩いの空間
の創出

活
力
と
に
ぎ
わ
い
の
あ
る

ま
ち

⑫地域経済
の活性化を
進める

区内事業者
の競争力向
上を支援

令和６年度　重点プロジェクト事業体系一覧　【まちと行財政】

柱
立
て

重点目標
（施策群）
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資料２ 

令和７年度 足立区区民評価委員会 分科会名簿 

令和７年４月１日現在

分 科 会 名 氏 名 備 考 

会  長 藤後 悦子 東京未来大学 こども心理学部教授 

ひとと行財政分科会

桑原 千明 文教大学 教育学部 准教授 

小泉 友恵 区民委員 

田代 貴巳 区民委員 

眞野 玲子 区民委員 

くらしと行財政分科会

清水 潤子 武蔵野大学 人間科学部 講師 

中村 重男 区民委員 

柳原 由美子 区民委員 

渡辺 大介 区民委員 

まちと行財政分科会

荻原 雅史 東洋大学 福祉社会デザイン学部 准教授 

小川 大樹 区民委員 

川口 育子 区民委員 

野本 愛 区民委員 

一般事務事業見直し

分 科 会

石田 三成 東洋大学 経済学部 准教授 

福井 知史 区民委員 

丸山 順一 区民委員 
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足立区区民評価委員会条例 

（設置） 

第１条 足立区自治基本条例（平成16年足立区条例第48号）第15条に規定する行政評価に関し、評

価の客観性を高めるとともに、区民との協働・協創及び区政経営の改革を推進するため、区長の

附属機関として、足立区区民評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、区長の諮問に応じ、次の各号に掲げる事項を審議する。 

(１) 行政評価に関する事項 

(２) その他必要と認める事項 

（組織） 

第３条 委員会は、区長が委嘱する委員17人以内をもって組織する。 

（任期） 

第４条 委員会の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じたときの後任委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 委員会に会長及び副会長を置き、委員の互選によって選出する。 

２ 会長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代理する。 

（分科会） 

第６条 委員会は、審議を効率的に実施するため必要があるときは、分科会を設置することができ

る。 

２ 分科会の委員は、第３条に規定する委員のうちから会長が指名する。 

３ 分科会に分科会長を置き、分科会委員の互選によって選出する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

（足立区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例の一部改正） 

資料３ 
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２ 足立区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例（昭和39年足立区条例第17号）の

一部を次のように改正する。 

別表区長の部に次のように加える。  

足立区区民評価委員会 日額 7,000円 

（委員の任期の特例） 

３ 足立区区民評価委員会条例の一部を改正する条例（平成25年足立区条例第53号）の施行の日に

おいて、現に在職する委員のうち、６人以内の委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、３年

とする。 

付 則（平成23年12月22日条例第46号） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

（足立区補助金等見直し評価委員会条例の廃止） 

第２条 足立区補助金等見直し評価委員会条例（平成21年足立区条例第64号）は、廃止する。 

（足立区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例の一部改正） 

第３条 足立区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例（昭和39年足立区条例第17号）

の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

付 則（平成25年12月24日条例第53号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成30年３月28日条例第３号） 

この条例は、平成30年４月１日から施行する。 
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足立区区民評価委員会条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、足立区区民評価委員会条例（平成18年足立区条例第１号。以下「条例」とい

う。）第７条の規定に基づき、足立区区民評価委員会（以下「委員会」という。）の運営に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

（委員） 

第２条 条例第３条に規定する委員は、次の各号に掲げる者のうちから、区長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 ５人以内 

(２) 18歳以上で、かつ、区内に在住、在勤又は在学する者 12人以内 

（会議） 

第３条 委員会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

（会議の公開） 

第４条 委員会及び条例第６条第１項に規定する分科会（以下「委員会等」という。）の会議は、

公開とする。ただし、会長又は分科会長が公開することが適当でないと認めた場合は、この限り

でない。 

（会議録） 

第５条 委員会等は、速やかに会議録を作成し、これを保管しなければならない。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、政策経営部政策経営課において処理する。 

（委任） 

第７条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

付 則 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

２ 足立区区民評価委員会条例付則第３項に規定する委員は、第２条第２号に定める委員とし、希

望する者の中から選出する。当該希望する者が６人を超える場合の選出方法は、抽選とする。 

付 則（平成23年12月28日規則第66号） 

資料２ 

資料４ 
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（施行期日） 

第１条 この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

（足立区補助金等見直し評価委員会条例施行規則の廃止） 

第２条 足立区補助金等見直し評価委員会条例施行規則（平成21年足立区規則第87号）は、廃止す

る。 

付 則（平成25年３月29日規則第24号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

付 則（平成25年12月27日規則第89号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成29年11月24日規則第73号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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足
立
区
行
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評
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マ
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ュ
ア
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令和７年５月 

政策経営部 政策経営課・財政課 

足立区における 

行政評価制度とは 
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足立区では、平成 12 年度の「区政診断制度」の導入以来、事務事業評価を中心に行政

評価に取り組んできました。平成 17 年度からは基本計画と行政評価を一体化し、行政評

価に基本計画の進行管理という機能を持たせることで、区の行う様々な活動の進捗状況

を示す一つの手段として一定の成果をあげてきました。同時に、評価の客観性の向上を

目的として、行政評価制度に外部評価（区民評価委員会による評価）を導入し、区民目

線による評価を実施してきました。 

また、平成 22 年度より外部評価の対象を、それまでの「施策」から「重点プロジェク

ト事業」に変更しました。厳しい財政状況のもと、優先的に取り組むべき課題を整理し

た「足立区重点プロジェクト推進戦略」に基づいて編成した「重点プロジェクト事業」

の成果を確実に出すために外部評価を実施し、具体的な評価結果に基づいた事業の「磨

き込み」を図れる仕組みとしました。 

平成 24 年度からは、一件算定的予算査定の要素も取り込み、評価制度のレベルアップ

を図るため、一般事務事業の一部についても外部評価を導入し、必要な事業であるか、

適切な予算計上か、予算計上に無駄はないかなど、事業仕分け的な要素も含んだ、PDCA

マネジメントサイクルでは Pに主眼を置いた評価を実施しています。 

平成29年度からの基本構想では、足立区の将来像「協創力でつくる 活力にあふれ 進

化し続ける ひと・まち 足立」を定めるとともに、その実現に向けた４つの視点（「ひ

と」「くらし」「まち」「行財政」）から基本的方向性を整理しました。 

あわせて、重点プロジェクトの体系構築にあたっては、新基本計画に組み込むことと

し、施策体系である４つの視点及び７つの柱立てに基づき体系的に見直しました。 

このように、絶えず制度の効果・効率を高めるために行政評価の改善を図り、より実

効性のある評価に基づいた区政運営の改革・改善を推進しています。 

このマニュアルは、現在の行政評価制度を運用するにあたり、その基本的な概念や仕

組みなどについてとりまとめたものです。 

 

 

 

行政評価の目的は、主に次の四つです。 

（１）区民に対する説明責任を果たし、協働・協創の基礎をつくる。 

行政活動の目標や採用する手段、その成果等を区民に明らかにすることで、区の説

明責任を果たし、区政透明度を高めて、区民との新たな協働・協創関係を創る基礎と

します。 

（２）より一層、成果重視の区政をめざし、重点プロジェクトを中心とした基本計画の進

行管理を行う。 

全ての重点プロジェクト事業と施策に成果指標を設定し、その数値の達成度を測

定・把握することで、「どれだけ仕事をしたか」ではなく「どれだけの成果があがった

か」という視点で区政を運営します。また、重点プロジェクトを中心とした基本計画

の進行管理を行い、さらなる成果の向上をめざします。 

はじめに 

１ 行政評価の目的 
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（３）PDCA のマネジメントサイクルを確立し、戦略的な区政経営を行う。 

行政評価は評価すること自体が目的ではありません。その目的は、評価の結果に基

づき、重点プロジェクト事業や施策、一般事務事業の選択と集中を行ったり、事業の

効率化を進めたり、組織を改正するなど、様々な面で区政運営を改善・改革する取組

みにつなげていくものです。 

具体的には、各事業担当部が計画（プラン：P）、実施（ドゥ：D）、評価（チェック：

C）、改善・改革（アクション：A）という「マネジメントサイクル」を確立し、包括予

算制度のもと、評価結果を予算編成に反映することが必要です。また、区全体として

も、評価結果を事業の選択と集中や財源配分に反映させた、戦略的な区政経営を行わ

なければなりません。 

 

【ＰＤＣＡのマネジメントサイクル】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）職員の意識改革を進め、政策形成能力を高める。 

行政評価の実施を通じて、区民が何を求めているか、現状のままでよいかを常に自

らに問いかける職員へと意識の改革を図り、政策形成能力の向上につなげます。 

従来の実績や将来の予測などを
もとにして業務計画を作成する

計画に沿って業務を行う

業務の実施が計画に沿って
いるかどうかを確認する

実施が計画に沿っていない
部分を調べて処置をする

Plan

DoCheck

Action
(改善) (計画)

(実施)(評価)
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２ 基本計画の施策体系について 

【基本構想と基本計画の関係】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）視点と柱立て 

基本計画は、基本構想で示した将来像「協創力でつくる 活力にあふれ 進化し続

ける ひと・まち 足立」の実現に向けて、基本的方向性を４つの視点で整理し、全

ての施策を７つの柱立てに基づき設定しています。 

 

視点１【ひと】多様性を認めあい、夢や希望に挑戦する人 

（柱１）自己肯定感を持ち、生き抜く力を備えた人 

（柱２）自ら考え行動し、その成果を地域に活かす人 

視点２【くらし】人と地域がつながる 安全・安心なくらし 

（柱３）地域とともに築く、安全なくらし 

（柱４）いつまでも健康で住み続けられる安心なくらし 

将来像
協創力でつくる 

活力にあふれ 進化し続ける 

ひと・まち 足立 

重点プロジェクト 

柱立て（７） 

施策群（16） 

施策（50） 

事務事業 

基本構想

30 年後を見据えた足

立区の未来を描く

基本計画
【計画期間】

平成 29 年度から令和 6年度

令和２年度中間検証 

現状や課題、今後の方

針などを見直し

２ 基本計画の施策体系について 

令和７年度に新たな基本計画が策定されましたが、７年度の評価対象は 

６年度実施事業であるため、本マニュアルでは旧基本計画を掲載しています。
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視点３【まち】真に豊かな生活を実現できる 魅力あるまち 

（柱５）地域の個性を活かした都市基盤が整備されたまち 

（柱６）活力とにぎわいのあるまち 

視点４【行財政】様々な主体の活躍とまちの成長を支える行財政 

（柱７）区民の活躍とまちの活力を支える行財政 

 

（２）施策群と施策 

視点と柱立ての下に、施策群と施策を位置づけています。「施策群」は、複数の「施

策」を、その性質の類似性によって束ねたものです。２９年２月に策定した基本計

画（計画期間：平成２９年度～令和６年度）における体系では、１６の「施策群」

と５２の「施策」を定めましたが、令和２年度に計画の中間見直しを行い、「施策」

を５０に見直しました。 

 

（３）事務事業 

区民に最も身近な様々なサービスを提供する等の具体的な事務や事業を「事務事業」

としました。「事務事業」は、上位の「施策」を実現するための手段ですので、「施策」

と「事務事業」は、目的と手段の関係になります。 

施策体系には、区の行う全ての事業を配置し、現時点で約 650 事業があります。 

 

 

３ 重点プロジェクトの推進について 

当区では、基本計画に基づき各施策を展開する一方、「足立区重点プロジェクト

推進戦略」を策定し、ボトルネック的課題（治安、学力、健康、貧困の連鎖）を

はじめとする区の重要かつ喫緊の課題の解決に、優先的に取組んできました。そ

の結果、「ビューティフル・ウィンドウズ運動」により区民の体感治安が向上する

など、各分野で着実に成果が表れています。 

今後も、ボトルネック的課題を早急に解決し、変化しつつある社会情勢や区民

ニーズに迅速かつ的確に応えるため、特に優先度の高い取組みを「重点プロジェ

クト」として選定し、限られた予算や人材を重点的に配分することで、メリハリ

のある区政を展開していきます。 

３ 重点プロジェクトの推進について 
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【重点プロジェクトの体系一覧】※基本計画改定後（R3～R6） 
視点 柱立て 重点目標 

ひと 

自己肯定感を持ち、生き抜

く力を備えた人 

家庭・地域と連携し、子どもの学びを支え育む 
妊娠から出産・子育てまで切れ目なく支える 

自ら考え行動し、その成果

を地域に活かす人 

生涯にわたる学習・文化・スポーツ活動を実践で

きる仕組みをつくる 

多様な個性やライフスタイルを認めあう風土を

醸成する 

くらし

地域とともに築く、安全な

くらし 

区民の命や財産を守り、くらしの安全を確保する

環境負荷が少ないくらしを実現する 

いつまでも健康で住み続け

られる安心なくらし 

高齢者、障がい者などの生活のサポート体制を充

実する 

健康寿命の延伸を実現する 

まち 

地域の個性を活かした都市

基盤が整備されたまち 

災害に強いまちをつくる 

便利で快適な道路・交通網をつくる 

地域の特性を活かしたまちづくりを進める 

活力とにぎわいのあるまち 地域経済の活性化を進める 

行財政
区民の活躍とまちの活力を

支える行財政 

多様な主体による協働・協創を進める 

戦略的かつ効果的な行政運営を行う 

区のイメージを高め、選ばれるまちになる 

次世代につなげる健全な財政運営を行う 
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（１）区民評価委員会の評価について 

ア 委員会の役割 

区民評価委員会は、区が実施した施策や事業について、区民や学識経験者の観点で

評価を実施し、評価の客観性を高めるとともに、区民との協働・協創と区政経営の改

革・改善を推進することを目的としています。 

イ 委員会の構成 

本委員会は、学識経験者委員 5名以内、区民からの公募委員 12 名以内の合計 17 名

以内で構成されます。 

ウ 評価の体制 

本委員会は評価活動を効率的に行うため、基本構想に定める４つの「視点」を基本

とした三つの分科会（「ひとと行財政」「くらしと行財政」「まちと行財政」）と、限ら

れた財源の「選択と集中」を推進するため、一般事務事業の評価を実施する分科会（「一

般事務事業見直し」）、の計四つの分科会を設置しています。 

【区民評価委員会 分科会と評価対象の関係図】 

ひとと行財政

分科会 

足立区基本計画 

足立区基本構想 
「協創力でつくる 活力にあふれ 進化し続ける ひと・まち 足立」 

 

 
ひと くらし まち 行財政 

将来像 

４つの視点

 
７つの柱立て

施策 

事務事業

施策群 

自己肯定感を

持ち、生き抜く

力を備えた人

自ら考え行動

し、その成果を

地域に活かす人

地域とともに築く、

安全なくらし 
いつまでも健康

で住み続けられ

る安心なくらし

地域の個性を

活かした都市基

盤が整備された

まち 

活力とにぎわい

のあるまち 
区民の活躍とま

ちの活力を支え

る行財政 

重点プロジェクト

ひと くらし まち 行財政 

くらしと行財政

分科会 

まちと行財政 

分科会 

一般事務事業

見直し分科会

区民評価

の対象 

４ 区民評価委員会について 
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（２）区民評価委員会の評価対象について 

区民評価委員会は、評価対象を重点プロジェクト事業に絞り込み、各プロジェクト

事業の重点目標に対する達成状況の検証、達成に向けた改善方法の検討、新たな課題

解決の提案などを行います。 

また、限られた財源の「選択と集中」を推進するため、一般事務事業についても、

庁内評価を経た一部事業について、区民評価委員会の評価を実施します。 

 

【評価対象別の評価体制】※令和７年度 

評価対象 各部評価 
庁内評価 

（庁内評価委員会）

外部評価 

（区民評価委員会）

重点プロジェクト事業 ○ ○ 
○ 

全43事業から20事業
を選定 

施策 ○ 

一般事務事業 ○ 

○ 
全事業の 1/3 を評価対象

とし、その中から 15 事業

をヒアリング 

○ 
庁内評価委員会がヒア
リングを実施した事業
から７事業を選定 

 

 

５ 評価結果の活用について 

重点プロジェクト事業や施策、一般事務事業の評価結果は、基本構想で定める足立区の

将来像の実現に向けた改善に役立てるとともに、基本計画の進行管理の手段として活用し

ます。特に重点プロジェクトは、より高い成果を目指し改善を強化します。 

なお、重点プロジェクト事業以外の一般事務事業については、全事務事業の 3分の 1程

度を庁内評価の対象とし、3年ローリングで評価を実施します。評価結果に基づいて、事

業の必要性や予算計上および執行の適切さ、といった視点での見直しを行うことで、予算

編成や事業執行に反映していきます。 

５ 評価結果の活用について 
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６ 運用体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政評価推進員：各部課の事務レベルの代表により構成。各部における連絡調整を行う。 

事務局（政策経営課・財政課）：行政評価の運用に関する事務や行政評価推進員会議の運営を担当する。

一般事務事業評価 

調書作成→担当者・係長 

総合評価→課長 

施策評価 

調書作成→課長 

部長評価→部長 

部内評価

庁内評価委員会 

・重点プロジェクト事業 

【５月中旬～６月上旬】 

・一般事務事業 

 【６月下旬～７月上旬】 

政策経営部、総務部を中心に委

員会を構成し、重点プロジェク

ト事業および一般事務事業の

一部について全庁的な視点か

ら検証・評価します。 

①

区民評価委員会 

区民や学識経験者等で構成され、区長の諮問に応じ、区民及び専門家の視点から

行政評価を行い、答申する組織です。 

全体会及び分科会を開催し、評価を行います。分科会ヒアリングには各担当課が

出席し、事業の説明等を行います。 

庁内評価

⑥

外部評価

経営会議 

重点プロジェクトの

改善及び進行管理を

行うとともに、今後の

方針を行財政運営方

針等に位置付けます。

②

【３月～５月上旬】 

【４月上旬～９月中旬】 

議 会

監査委員

④

⑤ →評価結果は議会 

に報告し、検証・

評価されます 

→決算審査に活用 

されます 

【定例会】 

【定期監査等】

重点プロジェクト事業評価 

調書作成・評価 

→課長・部長 

部内評価で完結 

一般事務事業評価の１/３ 

③

６ 運用体制 

※記載のスケジュールは通年の予定であり、年度により異なる場合があります。 
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資料６ 

≪用語解説≫ 

用 語 解 説 

ＤＸ 

(Digital 

Transformationの略) 

 

ビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用

して、社会のニーズを基に、サービス、ビジネスモデルを変革する

とともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変

革し、競争上の優位性を確立すること。 

ＩＣＴ(Information 

And Communication 

Technology） 

通信技術を活用したコミュニケーション。 

ＭＩＭ（Multilayer 

Instruction Model） 

特殊音節等でのつまずきの予防・早期解消に向けた指導により、文

字や語句を正しく読んだり、書いたりすることを目指す指導モデル

のこと。 

ＮＰＯ (Nonprofit 

Organization） 
様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を分配する

ことを目的としない団体の総称。 

ＰＤＣＡマネジメント

サイクル 

計画（プラン：P）、実施（ドゥ：D）、評価（チェック：C）、改

善・改革（アクション：A）という作業を継続的に循環させて業務

改善をしていくこと。 

ＳＮＳ（ソーシャル・

ネットワーキング・サ

ービス） 

インターネット上の交流を通して社会的ネットワークを構築する

サービスのこと。LINE、Facebook、X（旧称：Twitter）など。 

足立区のボトルネック

課題 

「治安」「学力」「健康」「貧困の連鎖」という、克服しない限り

区内外から正当な評価が得られない根本的課題。 

インセンティブ 
行動や意欲を引き出すために外部から与えられる動機付けや刺激

のこと。 

オーナーシップ 
個人が所属する組織やチームの課題に対して、当事者意識をもって

取り組む姿勢や意識のこと。 

協創 

区、区民、NPO、企業等、多様な主体が、互いの個性や価値観を認

めあい、ゆるやかにつながり支えあうことで、より一層力を発揮す

る仕組み（参考資料：図１）。 

協働 

区民と行政、または様々な主体同士が、お互いの特性と役割の違い

を理解し、共通の目的のもとに相乗効果を上げながら、公共的課題

に取り組むこと。 

こどもまんなか社会 
子どもの権利や利益を最優先に考え、健やかな成長を社会全体で支

えることを目指す社会のこと。 

コミュニティタイムラ

イン 

風水害の予報や河川水位情報等をもとに、地域住民の取るべき防災

行動や避難のタイミングなど「いつ・誰が・何をするか」を定めた

行動計画のこと。 

災害ケースマネジメン

ト 

災害によって被害を受けた被災者一人ひとりに寄り添い、生活全体

における状況を把握し、ケースごとの課題に応じた情報提供や人的

支援などを組み合わせて支援計画を策定し、被災者の主体的な自立

と生活再建のプロセスを支援する取り組みのこと。 

自助、共助 
「自助」とは、災害が発生したときに、まず自分自身や家族の身の

安全を守ること。「共助」とは、地域や身近にいる周囲の人たちが
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用 語 解 説 

協力して助け合うこと。 

シティプロモーション 
まちの魅力を発掘・磨き・創造するとともに、戦略的に発信し、自

慢できる、誇れるまちへと進化させること。 

町会・自治会 地域住民によって自主的に組織された団体。地域における問題解決

に取り組むとともに、住民の生活環境の向上を目指し活動を行って

いる。 

ビューティフル・ウィ

ンドウズ運動 

「美しいまち」を印象付けることで犯罪を抑止しようという区独自

の運動のこと。青色防犯パトロールや迷惑喫煙防止パトロール、花

壇の整備等の取組を行っている。 

ロジックモデル 
ある施策がその目的を達成するに至るまでの論理的な因果関係を

明示したもの。 

 

（図１） 協働と協創の概念図 
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